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(２) 一般会計予算と国内総生産 

① 一般会計予算の規模を国内総生産と対比すると、次のようになる。 

(表１) 一般会計予算規模及び国内総生産の推移 

 
一般会計(A) 

（億円） 

うち一般歳出（B） 

（億円） 

国内総生産（C） 

（名目・兆円程度） 

(A)/(C) 

（％程度） 

(B)/(C) 

（％程度） 

4   年   度 1,075,964 673,746 560.2 19.2 12.0 

5   年   度 1,143,812 727,317 571.9 20.0 12.7 

５年度の対前年度伸率 6.3% 8.0% 2.1%程度 - - 

(注)  1. 4年度の(A)欄及び(B)欄は、当初予算の計数である。 

2. 4年度及び5年度の(C)欄は、5年度政府経済見通しによる。(4年度は実績見込み、5年度は見通し) 

 

② なお、5年度の政府支出の実質ＧＤＰ成長率に対する寄与度は、△0.5％程度となる見込みである。 

(３)  一般会計歳入予算 

① 租税及印紙収入は、現行法（税制改正前）による場合、4年度補正（第2号）後予算額に対して10,950

億円増の694,540億円になると見込まれるが、法人課税及び消費課税の税制改正を行うこととしてい

る結果、4年度補正（第2号）後予算額に対して10,810億円（1.6％）増の694,400億円になると見込

まれる。 

また、その他収入は、4年度当初予算額に対して38,828億円（71.4％）増の93,182億円になると見

込まれる。 

 

 ② 5年度における公債金は4年度当初予算額を13,030億円下回る356,230億円である。 

公債金のうち65,580億円については、「財政法」（昭22法34）第4条第1項ただし書の規定により発

行する公債によることとし、290,650億円については、「財政運営に必要な財源の確保を図るための

公債の発行の特例に関する法律」（平24法101）第3条第1項の規定により発行する公債によることと

している。この結果、5年度予算の公債依存度は31.1％（4年度当初予算34.3％）となっている。 
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(表２) 一般会計歳入予算の内訳 

 (単位：億円)  

1．租税及印紙収入 

(1) 現行法（税制改正前）を5年度に適用する場合の租税及印紙収入  

(2) 税制改正による増△減収見込額 

イ 法人課税 

  ロ 消費課税 

 (3) 5年度予算額 (1) ＋ (2) 

 

694,540  

△  140  

     △  110  

     △    30  

     694,400  

2．そ の 他 収 入 93,182  

3．公 債 金 356,230  

合     計 1,143,812  

 

(表３) 公債依存度の推移〈当初予算ベース〉 

(単位：億円、％) 

年  度 
一般会計予算規模 

（A） 

公 債 発 行 額 

（B） 

公 債 依 存 度 

（B/A） 

元 1,014,571  326,605  32.2  

2 1,026,580  325,562  31.7  

3 1,066,097  435,970  40.9  

4 1,075,964  369,260  34.3  

5 1,143,812  356,230  31.1  

（注） 元年度及び2年度については、「臨時・特別の措置」を含んだ計数を掲載している。 

 

５．分野別の概要 

 (１) 税制改正 

5年度改正については、家計の資産を貯蓄から投資へと積極的に振り向け、資産所得倍増につなげるた

め、ＮＩＳＡの抜本的拡充・恒久化を行うとともに、スタートアップ・エコシステムを抜本的に強化す

るための税制上の措置を講ずる。また、より公平で中立的な税制の実現に向け、極めて高い水準の所得 

について最低限の負担を求める措置の導入、グローバル・ミニマム課税の導入及び資産移転の時期の選

択により中立的な税制の構築を行う。 

(２)  公務員人件費 

5年度予算における国家公務員の人件費については、一般会計及び特別会計の純計で、4年度当初予算

額に対して383億円（0.7％）減の52,583億円となっている。 

具体的には、4年人事院勧告を踏まえ、官民較差に基づく国家公務員の給与改定が行われている。また、
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